
　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成１９年法律第９４号)」が平成２１年４月

から全部施行され、地方公共団体は、毎年度、※１健全化判断比率及び公営企業ごとの資金不足

比率を監査委員の審査に付したうえで、議会に報告し、公表することとなりました。

　また､健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上の場合には財政健全化計画(財

政再生基準以上の場合は財政再生計画）を、資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には経

営健全化計画をそれぞれ定める必要があります。

※１　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の総称。

１　健全化判断比率

（単位：％）

（注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率が算定されない（黒字である）場合、「－」を記載。

実質赤字比率…※２一般会計等を対象とした実質赤字額の※３標準財政規模に対する比率

※２　千葉市の場合、一般会計のほか、母子父子寡婦福祉資金貸付事業、霊園事業、都市計画土地区画整理事業、

　　市街地再開発事業、公共用地取得事業、学校給食センター事業、公債管理の各特別会計を指します。

※３　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示し、標準税収入額等

　　に普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額を加算した額をいいます。

連結実質赤字比率…全会計を対象とした実質赤字額（または資金不足額）の標準財政規模に

　　　　　　　　　対する比率

実質公債費比率…一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び※４準元利償還金の標準財政

　　　　　　　　規模に対する比率（３か年平均）

※４　満期一括償還地方債の償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合における１年あたりの元金

　　償還金相当額、一般会計等からの繰出金のうち公営企業債の償還に充てたもの、債務負担行為に基づく支

　　出のうち公債費に準ずるものなどの合計をいいます。

将来負担比率…一般会計等が負担すべき実質的な負債（※５将来負担額）の標準財政規模に対

　　　　　　　する比率

※５　一般会計等に係る地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、公営企業債の償還に充てるための

　　一般会計等からの繰入見込額、退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額などの合計をいいます。

　　

令和 5年 8月 24日
千葉市財政局財政部財政課

10.6

財政再生基準 20.00 30.00 35.0

増減(R4-R3) － － △ 0.6 9.0

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 400.0

千葉市の比率(R4) － － 125.0

千葉市の比率(R3) － － 11.2 116.0

令和４年度決算における健全化判断比率等の公表

区　　　分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率



２　資金不足比率

（単位：％）

農業集落排水事業特別会計（法非適用）

地方卸売市場事業特別会計（法非適用）

動物公園事業特別会計（法非適用）

病院事業会計（法適用）

下水道事業会計（法適用）

水道事業会計（法適用）

（注）資金不足比率が算定されない場合、「－」を記載。なお、「法適用」とは、地方公営企業法の全部また

　　は一部を適用している事業をいい、「法非適用」とは、それ以外の事業をいいます。

資金不足比率…公営企業ごとの※６資金不足額の※７事業の規模に対する比率

※６　それぞれの企業会計において不足している（または剰余している）資金の額を示し、具体的には貸借対

　　照表における流動負債（未払金などの短期的な負債）の額から流動資産（現金預金や未収金などの短期的

　　な債権）の額を差し引いて求めます。

　　　なお、法非適用の場合、貸借対照表がないため、歳出総額から歳入総額を差し引いて求めます。

※７　それぞれの企業会計において、通常の企業活動によって得られる収入の規模を示し、上下水道の使用料

　　や診療報酬、動物公園入場料などの収入が該当します。

　千葉市の令和４年度決算は、実質公債費比率及び将来負担比率とも、中期財政運営方針に

おいて※８掲げている令和２年度決算と同水準となっています。

　今後も、市債活用事業の厳選などにより、各比率の水準を維持しつつ、本市の持続的発展

につながる都市機能の強化など、必要な投資もバランスを取りながら着実に推進し、将来に

わたって持続可能な財政構造の確立に努めてまいります。

※８　令和２年度決算値（下記）

「実質公債費比率」：11.8％

「将来負担比率」：128.8％
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特別会計の名称
経営健全化

基準

千葉市の比率

R4 R3


